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す。出張買取サービスを強く訴求した広告宣伝活動を実施
するとともに、高収益車輌仕入の強化を図りました。これに
より、高収益車輌の確保等に一定の効果は得られましたが、
お客様からのお申し込み件数増加に課題が残りました。
　三つ目は、すべての取り組みの土台となる「人財採用・育
成の強化」です。ビジョンである「バイクライフの生涯パート
ナー」の実現に向けて小売販売と買取の両業務を遂行でき
る研修等に注力いたしました。
　加えて、販売費及び一般管理費の抑制に努めました。
　この結果、売上高8,634百万円（前年同期比3.7％増）、営
業損失211百万円（前年同期は353百万円の営業損失)、経

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第20期（2017年11月期）第２四半期決算の概況につい
てご報告申し上げます。

	 当第２四半期累計期間の業績概況ならびに	
業績予想の修正について

　当第２四半期累計期間は、期初に掲げた新たなお客様と
の接点を拡大する「小売販売台数の増加」と小売販売を拡
大するために重要な「仕入台数の増加」の二つの方針のも
と、あらためて会社を成長軌道に乗せられるよう三つの施
策に取り組んでまいりました。
　一つ目は、小売販売台数を増加させるための「小売販売
チャネルの拡充」です。既存の買取店舖ならびにバイク用品
店との協業による小売販売を開始した結果、小売販売を実
施している店舗は期初から18店舗増加し、36店舖（当社店
舗数全57店舗）となりました。
　二つ目は、小売販売チャネルの拡充に重要な仕入台数を
増加させるための「仕入業務オペレーションの見直し」で
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	 トップメッセージ

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

１株当たり 
当期純利益（円）

前回発表予想（Ａ） 19,000 20 150 80 5.73

今回修正予想（Ｂ） 18,000 △30 90 0 0.00

増 減 額（Ｂ－Ａ） △1,000 △50 △60 △80 —

増 減 率（％） △5.3 — △40.0 △100.0 —

通期業績予想について
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	 配当について
　当社は配当を株主還元における重要施策と考えており、
安定的な配当を行うことを念頭に置きつつ、業績等を勘案
したうえで配当金額を決定しております。 
　この方針に則り、第20期の中間配当につきましては、 期初
予想どおり中間２円とし、年間配当は４円を予定しております。

　最後になりますが、当第２四半期累計期間の業績は、前年
同期よりも改善が図られているものの、当初予想どおりに
は至らず、通期業績予想を修正しなければならない状況と
なりました。
　今後はまず下期に向けた取り組みに注力し、修正した業
績予想を達成させるとともに、少しでも利益を上積みでき
るようあらためて全社一丸となって取り組んでまいります。
　そして、中期経営計画で掲げた３年後のあるべき姿である

「バイクのことならバイク王」を実現できるよう邁進してまい
りますので、引き続きご支援ご鞭撻を賜りますようどうぞ宜
しくお願い申し上げます。

常損失159百万円（前年同期は308百万円の経常損失）、
四半期純損失202百万円（前年同期は447百万円の四半
期純損失）となりました。
　また、当第２四半期累計期間の業績を鑑み、通期の業績
予想を前ページ下表のとおり2017年６月29日に修正いた
しました。

	 下期の取り組みについて
　当第２四半期累計期間までの状況を踏まえ、下期は修正
した業績予想を達成するために、当期に取り組む三つの施
策である「小売販売チャネルの拡充」「仕入業務オペレー
ションの見直し」「人財採用・育成の強化」にあらためて注力
いたします。
　その中でもまずは「仕入業務オペレーションの見直し」に
重点的に取り組み、「仕入台数の増加」を図ってまいります。
　そのうえで「小売販売チャネルの拡充」を推進し「小売販売
の増加」を図るほか、「人財採用・育成の強化」によって仕入
台数と小売販売台数増に資する人財を育成してまいります。
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売上高
（単位：百万円）

総資産
（単位：百万円）

経常利益
（単位：百万円）

純資産
（単位：百万円）

四半期（当期）純利益
（単位：百万円）

1株当たり配当金
（単位：円）

■■第2四半期　■通期　■通期予想

■通期　■第2四半期 ■通期　■第2四半期

■■第2四半期　■通期　■通期予想 ■■第2四半期　■通期　■通期予想

■■中間　■期末　■期末予想

※2013年11月期中間の1株当たり配当金につきましては、株式分割に伴う影響を加味した遡及修正値を使用しています。

	 決算ハイライト
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	 TOPICS 1	エリアマーケティングを踏まえた小売店舗展開をさらに加速

	 TOPICS 2	株式会社Ｇ‐７ホールディングスとの資本業務提携の進捗状況について

　第20期に取り組む重点施策の一つとして、小売販売チャネルの拡充に注力してお
ります。エリアマーケティングに注力しマーケットポテンシャルを見極めたうえで、既
存の買取店舖ならびにバイク用品店との協業による小売販売を開始し、新たに23 
店舗にて小売販売を開始いたしました。（2017年７月末現在）
　引き続き、既存の買取店舖における小売販売の推進と、バイク用品店との協業や
複合商業施設への出店等により、小売販売チャネルの拡充に取り組んでまいります。

北海道・東北エリア
北海道
札幌店※

岩手県
盛岡店※

宮城県
仙台店

関東エリア
茨城県
荒川沖店
栃木県
小山店
インターパーク宇都宮店
群馬県
前橋インター店
埼玉県
草加店
上尾店
入間店
さいたま店

千葉県
GLOBO蘇我店
柏店
HUNT木更津店
市川店※

東京都
中原街道荏原店※

荻窪店※

荒川店※

葛飾青戸店※

練馬大泉店※

多摩店
府中店

神奈川県
相模大野店
川崎店※

綾瀬店※

平塚店
横浜上郷店
青葉店

東海エリア
静岡県
浜松店※

静岡店
愛知県
名古屋店
名古屋みなと店
一宮店※

甲信・北陸エリア
新潟県
新潟店※

石川県
金沢店
山梨県
甲府店
長野県
長野店

中国エリア
岡山県
岡山店
広島県
広島店

近畿エリア
京都府
京都伏見店
京都店

大阪府
大阪店※

枚方店※

茨木店※

東大阪店
堺店

兵庫県
伊丹店
神戸伊川谷店
姫路店
奈良県
奈良店

バイク王店舗リスト
全56店舗（2017年7月末現在）

※印は買取店舗です。
　バイクの購入は、当社の買取店舗および通販でも可能です。

九州エリア

沖縄エリア

四国エリア
香川県
高松店
愛媛県
松山店

福岡県
福岡店
北九州店
久留米店

沖縄県
那覇店

小売販売実施店舗数の推移
（単位：店） ■小売販売実施店舗数　■買取店舗数

2017年2月末

さらに
拡大予定

2017年7月末2016年12月1日
（第20期期初）

　2016年11月に株式会社Ｇ‐７ホールディングス（以下、Ｇ‐７社）と締結した資本業務提携の進
捗状況につきましてお伝えいたします。
　当第２四半期累計期間においては、両社の保有資産を活用したサービス展開に注力し、営業面
でのリレーションを図ってまいりました。
　今後も、提携による両社のシナジー効果を追求し、お客様にとってバイク王がさらに身近で気
軽に利用できるよう、小売販売チャネルの拡充とサービスの充実に努めてまいります。 

業務提携の内容
 両社の保有資産を活用した 

サービス展開
 二輪車に関する情報の 

共有および活用の推進
 相互の人的交流

バイク王インターパーク宇都宮店 バイク王名古屋みなと店 バイク王伊丹店

バイク王姫路店（バイクワールド姫路今宿店内） バイク王神戸伊川谷店（バイクワールド伊川谷店内）

バイク王岡山店

バイク王福岡店 バイク王上尾店

「バイクワールド」店舗内でバイク販売

「バイク王」店舗内でバイク用品販売

「バイクワールド※」とのコラボ店舗のご紹介

当社、バイクワールド社双方の店舗で車輌と用品がワンストップで購入可能に！

『バイク王	バイクコンシェルジュ』開設

18

39 29 16

28 40

　2017年６月１日に、「バイクワールド」との新た
なコラボ展開として、『バイク王　バイクコンシェ
ルジュ』を開設いたしました。
　これは、「バイクワールド」店舗内に受付窓口を
設置し、当社サービスを提供するもので、「バイク
ワールド」と共同で展開するバイク王の新形態の
サービス拠点となります。
　コンパクトなサービス拠点として展開すること
で、より多くのお客様に当社サービスをワンス
トップで提供してまいります。

設置店舗
▶バイクワールド土山店内（2017年6月1日）
▶ バイクワールドりんくうシークル店内 
（2017年7月8日）

※Ｇ‐７社の子会社である株式会社Ｇ‐７バイクワールド
　が展開するバイク用品店

2017年3月1日
オープン

2017年7月1日
オープン

2017年１月26日
サービス開始

2017年2月8日
サービス開始

受付窓口イメージ
（バイクワールド土山店内）
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〒108-0022 
東京都港区海岸三丁目9番15号 LOOP-X（ループエックス）13階
TEL 03-6803-8855  FAX 03-6803-8814

株主優待制度のご案内

株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、株主の皆様と 
バイクの魅力を共有することを目的に、株主優待を実施しております。

株主優待制度の概要（2016年11月30日基準で実施した概要）

対象となる株主様	 2016年11月30日を基準として、当社株主名簿に記録された 
１単元（100株）以上を保有する株主様

株主優待の内容	 当社が小売販売する全てのバイク購入にご利用可 
バイク１台につき１万円割引でき、単元株主様１名につき１枚配布

有効期間	 2017年３月１日から2018年２月28日まで

ご利用可能店舗	 全国のバイク王各店舗
 ※詳細は、以下当社コーポレートサイト内の「バイク王店舗一覧ＰＤＦ」をご覧下さい。 

　ＩＲ情報→株式情報→株主還元・配当（株主優待制度)（http://www.8190.co.jp/ir/pdf/yutai/2017.pdf）

ブランドサイト

バイクライフ・コンテンツサイトオープンのご案内
　ブランドサイトでは、バイクライフ・コンテンツサイト『Bike Life Lab』を3月9日にリ
ニューアルオープンいたしました！今後もバイ
クライフの楽しさやバイク市場の動向を広く
社会に発信してまいります。

Bike	Life	Lab	
https://www.8190.jp/bikelifelab/

ブランドサイト	
https://www.8190.jp/

コーポレートサイト

　コーポレートサイトでは、企業情報や財務内容など、ス
テークホルダーの皆様へ積極的に情報開示しております。
http://www.8190.co.jp/

平成29年3月1日から平成30年2月28日まで　※ご使用要領については裏面をご覧ください。有効期間 株式会社バイク王&カンパニー

会社概要（2017年5月末現在）

商 号 株式会社バイク王&カンパニー

本社所在地 〒108-0022 東京都港区海岸三丁目9番15号 
LOOP-X（ループエックス）13階

事 業 内 容  バイクの購入から売却までをトータルプロデュースする流通
サービス業

設 立 1998年9月（創業1994年9月）

資 本 金 590百万円

従 業 員 数 760名

店 舗 数 56店舗（2017年7月末現在）

役員（2017年5月末現在）

取締役 取締役（監査等委員）

代表取締役社長執行役員 石川　秋彦 取締役 常勤監査等委員 産形　昭夫

取締役会長 加藤　義博 取締役 監査等委員（社外） 山口　達郎

取締役常務執行役員 大谷　真樹 取締役 監査等委員（社外） 齊藤　友嘉

取締役執行役員 山縣　　俊

※山口達郎氏および齊藤友嘉氏は、社外取締役であります。

株主メモ

事 業 年 度 12月1日から翌年11月30日まで

定 時 株 主 総 会 事業年度末の翌日から3ヶ月以内

定時株主総会の基準日 11月30日

剰余金の配当基準日
・期末配当
・中間配当

11月30日
  5月31日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同 連 絡 先 〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
0120-232-711（フリーダイヤル）
受付時間：午前9時から午後5時まで  

（土日祝祭日を除く）
http://www.tr.mufg.jp/daikou

公 告 方 法 電子公告により行う 
（当社コーポレートサイト：http://www.8190.co.jp/）
ただし、事故その他やむを得ない事情により電子公
告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行う
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